地区計画の区域内における行為の届出について
地区計画の定められている区域内で、一定の行為を行おうとする場合は、市町村長に
届出（１部）をする必要があります。（都市計画法５８条の２）
□届出の必要な行為（都市計画法５８条の２、都市計画法施行令３８条の４）
　・土地の区画形質の変更
　・建築物の建築（新築、増築、改築、移転）
　・工作物の建設
　・建築物等の用途の変更（用途の制限又は用途別の建築物等に関する制限が定められている土地の区域に限る。）
　・建築物等の形態又は意匠の変更（建築物等の形態又は意匠の制限が定められている土地の区域に限る。）
　・木竹の伐採（樹林地、草地等の保全に関する制限が定められている土地の区域に限る。）
□届出書記載上の注意（都市計画法施行規則４３条の９、別記様式第１１の２備考）
　１　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。
　２　届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略することができます。
　３　建築物等の用途の変更について変更部分が２以上あるときは、各部分ごとに記載してください。
　４　地区計画において定められている内容に照らして、必要な事項について記載してください。
　５　都市計画法１２条の５第６項に規定する内容（住居と住居以外の用途との適正な配分）を定めた地区整備計画の区域内における建築物の建築又は用途の変更については、次に掲げる事項に留意してください。
　（１）当該建築物の建築については、(２)(ロ)(ⅲ)延べ面積欄の(　)の中に当該建築物の住宅の用途に供する部分の延べ面積を記載してください。用途の変更があわせて行われるときは、用途変更後の住宅の用途に供する部分の延べ面積を記載してください。
　（２）当該建築物の用途の変更については、(２)(ロ)(ⅰ)敷地面積の合計欄及び(２)(ロ)(ⅲ)延べ面積の合計欄（同欄中の(　)は用途変更後の当該建築物の住宅の用途に供する部分の延べ面積の合計欄）についても記載してください。
　６　同一の土地の区域について２以上の種類の行為を行おうとするときは、一の届出書によることができます。
□届出時の添付図書について
　・付近見取り図
　・字図（登記閉鎖期間中の場合は仮換地指定通知書一式）
　・配置図、平面図、立面図、求積図
　（工作物・土地の区画形質の変更の場合は断面図が必要）
問い合わせ先：菊陽町都市計画課都市計画係　　℡　096-232-4927
